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査読論文

近現代における竹島／独島領有問題の歴史的推移と展望
―ナショナリズム・グローバリズム・ローカリズムの交錯―

坂本�　悠一*

要旨
竹島／独島領有を巡る紛争は，かつてなく悪化している日韓関係の重要な要因と
なっている．本稿は，その平和的な解決のための近現代歴史学からの接近の試みで
ある．まず前提として，近代国際法における領域権原を，近代国民国家がナショナ
ルな利害を貫徹させるために帝国主義列強間で合意したグローバルな領土拡張理論
として把握する．しかし欧米とは異なって，隣接諸地域とくに独立国家であった朝
鮮を併合した日本帝国主義の境界領域にあっては，こうしたナショナルな「国境」
を跨いだ両国の住民のローカルな生業活動が展開されていた．その結果，宗主国で
ある日本の経済開発活動は必然的に被支配下の朝鮮人をも巻き込んで，いわゆる
「植民地近代化」作用を奝らさずにはおかなかった．1905年に「無主地先占」とし
て合法的に日本帝国の版図に編入された竹島／独島は，10年以降の植民地支配下に
おいて，まず鬱陵島在住の日本人の，続いて朝鮮人の漁場ともなっていった．その
傾向は，日本人の減少に伴ってますます進行し，植民地末期には事実上朝鮮人の
ローカルな生業地域として，潜在的な領域権原が成立していた．1945年の日本の敗
戦により，GHQ-SCAPは一連の指示により竹島／独島を日本の領域から分離し，
その結果として植民地期の潜在権原が顕在化し，まもなく韓国政府の実効支配へと
繋がった．しかし1951年 9 月のサンフランシスコ平和条約では，竹島／独島の帰属
は米国の東アジア軍事戦略から曖昧にされ，「ラスク書簡」で日本領と非公式に通
告したが，韓国側は条約発効直前の52年 2 月にいわゆる「大統領主権宣言（李ライ
ン）」を宣布して，同島を囲い込み周辺の警備を強化した．この紛争は日韓会談で
も難航し，結局は1965年 6 月の日韓諸条約のなかの「紛争処理に関する交換公文」
で曖昧な決着をみた．このように，国際法的な根拠には乏しいものの，韓国の支配
はすでに60年余に及んでおり，これを否定することは実際には不可能である．日本
側としては，地域住民のローカルな生活領域という歴史的な権原を尊重し，漁業や
自然資源保全の観点から，その領有権を放棄することが望ましい選択肢であろう．
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はじめに―領土問題に向き合う歴史学研究者の基本的姿勢

近年になって日本を巡る領土紛争は，日韓朝間の竹島／独島問題のみならず，尖閣諸島問題，

「北方領土」問題として噴出し，東北アジア地域の平和と友好を阻害する重大な要因となって

いる．これらの領土問題には，それそれに歴史的淵源が伏在しており，各国の歴史学研究者に

とっても，重要な研究課題として突き付けられている．しかし，とりわけ近年になって激化し

ている竹島／独島領有権問題をめぐる論争では，領有権を声高に主張する政治性を帯びた論述

が，過剰化している 1．韓国では東北亜歴史財団独島研究所が国家的プロジェクトであるのに

たいし，日本では一地方自治体にすぎない島根県竹島問題研究会がそうした国家的課題を担う

機関となっている．しかし竹島問題研究会の場合，史資料の発掘にはある程度の成果を挙げて

はいるものの，会の公式的主張である「日本固有の領土」という枠組から乖離した見解は，会

の出版物からはすべて排除されている 2．したがって，筆者は「固有の領土」などといった恣

意的前提を全面的に排除して，日韓両国だけでなく米国を含めた関係各国の一次史料をできる

かぎり客観的に解釈して一定の結論を得る，という基本的姿勢によって，この課題に接近して

いきたい．

Ⅰ．近代領域権原と領土概念

本稿が対象とする領土問題では，関係各国とも「固有の領土」なる用語が無前提に使用され

ているが，その語源を辿れば中国の古典『易經』に由来し，漢字文化圏にだけにしか通用しな

い概念である．したがって，その英文表記については定訳がなく，日本では ʻinherent 

Territoryʼ, ʻa part of  Territoryʼ, ʻan integral part of the Territoryʼ などを使用し，韓国・北朝

鮮では＇고유영토＇と対抗的にそれぞれ使用している．まったく非歴史科学的な概念の捏造と

しか言えない 3．

領土問題の歴史学的研究においては，史料的な実証が不可欠であるが，その基準となる基礎

的な理論的前提が要請されている．まず，いわゆる「近代領域権原」なるものは，「近代国民

国家（Nation State）」の成立を歴史的前提とした国際法的な概念である．具体的には，1894

年に当時のドイツ帝国宰相ビスマルクによって招請され，翌95年 2 月に調印された「ベルリン

一般議定書 4」が嚆矢となった．それは非欧米地域とりわけアフリカ大陸における領土獲得競

争の激化に伴う紛争の防止を目的としていた．なかでも議定書において，領域権原として「無

主地先占」が条文化されたことが注目される．その内容は，単なる「発見」による領域支配を

根本的に否定し，「実効支配」を不可欠の要素とした領域権原をグローバル・スタンダードな

法体系として定式化した．しかしその実態は，近代国家を形成しないアフリカ諸国における先

住民の生活領域を，西欧列強による帝国主義的侵略によって自国領に併合するといった行為を
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正当化するものであった．この原理は，19世紀末から20世紀初頭にかけて列強間の植民地獲得

競争の過程において，一定の調停的役割を果たすものの，ついには第一次大戦という未曾有の

世界戦争へと繋がった．要するに，近代国際法なるものは，近代国民国家の枠組みを前提した

ナショナルな「先進国クラブ」の規範であったことから，これを超越したグローバルな国際基

準としては定着せず，国家間の利害対立による大幅な修正という憂き目に遭った．結局は大戦

後のサン・ジェルマン条約（1919年 8 月・連合諸国とオートリアの講和）によって，無主地先

占規定から「事前通告」の義務が削除されるという重要な変更が加えられた 5．しかし，その

概念自体は爾後も存続し，国際司法機関である「常設国際裁判所」（PCIJ・1920年12月設立）

および「国際司法裁判所」（ICJ・1946年 4 月設立）における領域紛争裁定の基準として採用

され，判例としてもなお依然として消滅には至っていない．

要するに近代領域権原なるものは，こうした西欧列強間のグローバルな国際的基準としての

近代国際法の構成部分として確立されたもの，と言える．近代国際法について，その基本的性

格を再度確認しておくと，「19世紀に世界的規模にその適用範囲を拡大した当時の国際法のルー

ルは，欧米列強の世界支配に有利な，ある意味でこれを正当化する機能を持った法体系であっ

た」とくに当該問題で争点となる「無主地先占」の概念については，「当時の欧米の『文明国』

の基準に照らしてこれに達していないとされたアジア・アフリカの土地は，いかに現地の人々

が現実に共同体を形成して平和的に暮らしていようとも，国際法上は無主地とされ，先占によ

る領域取得の対象とされた」との指摘 6は，肝に銘じておく必要があろう．

さて近代国際法学における領土取得の権原としては，通説的に①「先占（occupation）」 

②「時効（prescription）」③「割譲（cession）」④「併合（annexation）」⑤「征服（conquest）」

⑥「添付（accretion）」の 6種が挙げられる 7．この問題について戦後日本で最も体系的に研究

した太壽堂鼎は，古代ローマ法以来の欧州各国における各種の文献を渉猟しつつ，「先占は，

地理上の発見以来，非ヨーロッパ地域の獲得を目指すヨーロッパ諸国の，植民地分割の闘争の

過程にうちに生まれてきた法原則であった」と喝破したうえ，この先占の要件として，①その

主体は国家であること，②その客体は無主の土地であること，③国家が領有の意思をもった行

為であること，④実効的な占有として地方的権力の確立を要すること，と定義した 8．

Ⅱ．前近代における竹島／独島領有権

筆者は近現代史研究者であるので，前近代史については一次史料を解読した研究は困難であ

る．したがって本題に入る前に，これまでに日韓両国で通説となっていると判断される成果を

自身の理解に拠って整理しておきたい．
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1 ． 6 世紀の新羅による「于山国」征服

この史実は『三
サ ン グ サ キ

國史記（新
シル ラ ポ ン キ

羅本記）』（ 西暦512年 6 月条）に初出するが，「于山國に武
ムル ン

陵・

于
ウサン

山の二島がある」との記録は，遙か後年の李朝時代の『世
セジョン

宗實
シルロク

録（地
チ リ ジ

理誌）』（1432年）によ

るもので，「当該国に二島が存在したという」程度の情報しかない．ただし同様の記録は，そ

の後も『高
コ リ ョ サ

麗史（地
チ リ チ

理志）』（1451年），『新増補東
トングツギヨジスンラム

國與地勝覧』（1531年）などの官撰地誌類に

も表れている．また17世紀になると，後述する安龍福が日本側に欝陵（武陵）・子山（于山）

ともに朝鮮領土だと主張したとの記述がなされている（『粛
スクジヨン

宗實
シルロク

録』卷30・1696年）．しかし，

多数の地誌・地図類の歴史的変遷を子細に検討した池内敏の研究によれば，512年以降竹島／

独
ドクト

島が一貫して朝鮮領であったという，韓国や北朝鮮で主流となっている領有権主張の根拠に

は到底なりえない 9とされる．

2 ．17世紀日本の伯耆国商家による「竹島（鬱陵島）経営」

これは1417年に始まった李氏朝鮮王国の「空島政策」に乗じて，鳥取藩米子の大
おおや

谷・村
むらかみ

上両

家に限定して非公式に許可され実行されたものであった．しかし後述する朝鮮人漁民との競合

を受けて，1695～96年には江戸幕府が鳥取藩への調査を独自に行ない，96年には公式に「元禄

竹島渡海禁令」を同藩に発出することによって停止された．さらに1838年には，石見国浜田藩

の今津屋による密輸事件を契機に「天保竹島渡海禁令」が，今度は全国法令として通達され

た 10．

3 ．安龍福の渡日と「領土交渉」

1693年に空島時代の欝陵島で密かに漁撈に従事していた安
アンヨンボク

龍福らは，米子の大谷船と遭遇し，

彼と朴
パクオトン

於屯の 2人が鳥取まで連行されたが，対馬を経て朝鮮に送還された．さらに1696年には，

欝陵島と竹島／独島が朝鮮領であることを主張するため，今度は自らの意志で渡日したが，そ

の直前に江戸幕府が「元禄竹島渡海禁令」を発出していたため，実質的には効果はなかった．

ただ1693年の鬱陵島での衝突連行が，幕府をして「渡海禁令」を出すに至らしめた日朝交渉の

契機となったことは否定できない．しかし彼は朝鮮政府を代表する立場にはない密漁者であり，

その行動によって竹島／独島が朝鮮領であることが認定されたことにはならない 11．ただし韓

国においては，彼を「朝鮮の領土を護った英雄」として評価する見解が教科書などでは大勢を

占めている．

以上を要約すると，前近代における竹島／独島の位置は日朝両国の境界領域にあり，こうし

た史実は近代国家（国民国家）の領有権問題に直接的に繋がるものではない，と考えられる．



5近現代における竹島／独島領有問題の歴史的推移と展望（坂本）

Ⅲ．近代前期（明治期）における竹島／独島領有権

１ ．1877年の日本太政官指令

日本の明治維新政府は，1876年10月の島根県による「日本海内竹島外一島地籍編纂方伺
うかがい

」を

受けて，旧幕府文書などを精査したうえで，翌77年 3 月「竹島外一島之義，本邦関係無
これなき

之義」

との太政官指令を決定した 12．これは竹島（鬱陵島）・松島（竹島／独島）ともに日本領土外

と解たことであり 13，過去の江戸幕府による 2回の「渡海禁令」と併せて，中央政府が 3度に

渉りその領有権を否定した，というきわめて重要な事実を意味する．

2 ．朝鮮政府による鬱陵島開拓と日本人の侵入

先の明治政府の決定や，度々に渉る「竹島（鬱陵島）開拓願」の却下にも拘わらず，同島に

不法に侵入し伐木などに従事する隠岐島民をはじめとした日本人は跡を絶たなかった．これに

たいし朝鮮政府は15世紀初頭以来450年以上に渉った「空島政策」を撤回し，1882年に「欝陵

島開拓令」を出して陸地住民の移住を奨励するに至った．また翌83年には朝鮮政府の抗議によ

る日本人の一斉引揚げも実施されたが，その後も侵入渡島は継続された 14．また1902年 4 月に

至って，これら在留日本人の保護と取締のため，釜
プサン

山領事館の警察官駐在所が設置された．当

時同島に移住した朝鮮人は，全
チヨルラド

羅道巨
コ ム ン ド

文島などからの季節的通漁者を除いて，多数が全島の内

陸部に散在して居住し，農業とりわけ初期には火田で開墾した農地での耕作（大豆・大麦・馬

鈴薯・玉蜀黍）を主な生業としていた．また漁業については若布・海苔などの採取に限られて

おり，漁業や商業は専ら移住日本人が独占していた 15．

３ ．竹島／独島における海驢猟と「独島」呼称

前述のように，鬱陵島に渡島する日本人が増大し，また移住する朝鮮人も累増するなかで，

大韓帝国政府は禹
ウヨンジョン

用鼎を同島に派遣して視察にあたらせるなど，実効支配を強化していった．

また竹島／独島にたいする認知も，欝陵島在住の日韓両国民の間に高まったと考えられ，朝鮮

人が同島で海
アシ カ

驢猟を行なった可能性もある 16．しかし当時にあっては，隠岐島と欝陵島を往復

する日本人の方が実際に見聞する可能性がより高く，それは海驢の大量捕獲を開始する契機と

なった．また日本海軍も1904年 2 月の日露開戦を契機に，日本海一帯で軍事要地の調査を実施

し，その過程で同年 9月25日軍艦新
にいたか

高が，当時「りゃんこ島」と通称されていた竹島／独島の

韓国名が「獨島」であるとの記録を残していた 17ことが堀和生によって明らかにされた．した

がって，竹島／独島の「独島」なる呼称はこれをもって嚆矢とし，これ以前に遡及することは

史料上困難である．
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４ ．1900年10月の大韓帝国勅令第41号

こうした情勢のもとで，竹島／独島にたいする認知を強めつつあった韓国政府は，1900年10

月25日に「勅令第41号」を公布施行し，欝陵島を江
カンウァンド

原道「欝
ウルドクン

島郡」に昇格し，その管轄区域を

「鬱島全島・竹島・石島」と規定した 18．韓国においては，ここに言う「竹
テ ド

島」は欝陵島に近

接する現「竹
チユクソ

嶼」であり，「石
トル ド

島」が現「竹島／独島」に該当するという解釈が，政府だけで

なく研究者を含めた圧倒的多数の見解となっている 19．しかし，この勅令には経度緯度で地域

が特定されず，「石島」の名称も全羅・慶
キョンサン

尚両道の方言の音諳転訛により「独島」と説明され

るが確定的な実証はなされていない 20．さらに決定的な弱点は，この「石島」にたいする行政

権の行使など実効的支配はまったく実施されていないことである．したがって，この勅令は

『官報』に掲載されたという公然性を有するものの，国際法的な効力において致命的な欠陥が

あり，これをもって韓国政府の竹島／独島にたいする近代的な領有権が確立したとは到底言い

難い．

５ ．1905年大日本帝国による竹島／独島の領土編入

1904年 9 月29日，隠岐島在住の漁業者であった中
なかいようざぶろう

井養三郎が，前年に竹島／独島で行なった

海驢猟を独占するため，日本の外務・内務・農商務各省に「りゃんこ島領土編入並に貸下願」

を提出した．これは，翌05年 1 月28日に閣議で承認されて「竹島」と命名され，翌 2月22日に

は島根県告示第40号で，「隠岐島司の所管」とされた 21．しかし，この時期は日露戦争の最中

であり，日本海軍はバルチック艦隊との主戦場を鬱陵島と竹島／独島近海と想定しており，す

でに04年 9 月 2 日には鬱陵島に望楼と電信線を開設し，同年11月には竹島／独島にも，同様の

施設の設置予備調査を行なっていた．その直後の「領土編入」願書と閣議決定は，海驢猟の保

護を表向きの看板としていたが，真の狙いは軍事施設の建設にあったことは，当時の日本政府

部内でも内務省の強い反対を押し切った肝
きもつきかねゆき

附兼行海軍水路部長や山
やまざえんじろう

座圓次郎外務省政務局長の

発言趣旨 22から明らかである．したがって，その目的は帝国主義戦争を遂行するための軍事的

なものであったが，当時の竹島／独島はまったく人の住まない国際法定義以前の「無主地」で

あり，その領土編入を地方的告示であれ公示したことは，当時の国際法上いわゆる「無主地先

占」に該当し有効と見なさざるを得ない．

しかし，当時竹島／独島にたいする領有意識を強めつつあった韓国の官民は，自国領土にた

いする侵害として認識していたことは否定できない．まず1906年 3 月28日に島根県竹島調査団

が来島するに及んで韓国人として初めてこの領土編入措置の情報に接し驚愕した鬱島郡守

沈
シンフンテク

興澤は，その旨を翌日に江原道観察使李
イミョンネ

明來に報告し，さらに韓国政府の内部大臣李
イ ヂ ヨ ン

址鎔と

参政大臣朴
パクチェスン

斉純にも伝達され，彼らはこれを遺憾としたという．また当時の韓国で代表的な新

聞『皇
ハンソンシンムン

城新聞』と『大
テハン メ イ ル シ ン ポ

韓毎日申報』が，その経緯を報道し，いずれも日本による自国領土への

侵略と捉えていた 23．なお，竹島／独島おける仮設望楼と電信施設の開設は日本海海戦終了後
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の05年 8 月19日のことであり，実戦のうえで役割を果たすことはなく，翌年には「竹島漁猟合

資會社」に払い下げられた．また編入措置は経度緯度の明記された告示だけでなく，現地調査

も実施したうえで，土地台帳への記載や漁業鑑札の発給も実行されている 24．これにたいする

韓国側の抗議は，1905年11月のいわゆる「保護条約」により外交権が剥奪されていたことから，

不可能であった．こうした経過を総合的に考察すれば，この領土編入は帝国主義的な領土拡張

の一環とは解釈できるが，当時の近代国際法の基準に照らして無効とまでは評価できない．

Ⅳ．近代後期（植民地期）における竹島／独島領有権

１ ．韓国の保護・併合と竹島／独島

日本帝国主義は日露戦争の勝利によって，ついに1910年 8 月に韓国を併合し，これによって，

鬱島郡も朝鮮総督府慶
キヨンサンナムド

尚南道（大韓帝国期の07年に江原道から移管）の統治下に入り，さらに

14年には慶
キヨンサンプクド

尚北道に移管された．在住日本人の人も14年 9 月には，一時的に2,000名を超える

まで急増し，これは同島総人口の約23％を占めるものであった 25．これら移住民の出身地は，

島根・鳥取の両県で約 8割を占め，島根県ではその過半数が隠岐諸島の出身であった．これら

日本人の居住地は郡庁所在地である南
ナン

面
ミョン

道
ト ド ン

洞に集中し，生業としてはとくに漁業が最多で，

公務および商業がこれに次いでいた．他方この時期の朝鮮人は専ら農業に従事していたから 26，

鬱陵島の日朝住民間では，生業面での一種の棲み分け状況が生じ，その限りでは福原裕二の言

うように「共棲状態」が続いていた．しかし，その内実を見ると，資力や教育水準の面におい

て日本人植民者の優位は揺るがず，行政面でも歴代島司はすべて日本人で，少数の下級朝鮮人

吏員が存在したのに留まる 27．

２ ．鬱陵島漁業の変遷

ところで，当初は日本人がほぼ独占していた鬱陵島の漁業について見ると，烏
イ カ

賊漁次いで鯖
サバ

漁などの沿海漁業が主であり，その豊漁と不漁が定住人口の増減にかなりの影響を及ぼしてい

た．これにたいし，朝鮮人は農業を生業の中心とし，副業として沿岸での若布・海苔などの採

取を行なっていたため，人口は安定的に増加し1930年には 1万人の大台に達した 28．また，前

述した竹島／独島における漁業にかんしては，すでに1902年頃に鬱陵島在留の日本人（隠岐・

天草・志摩地方からの出稼者を含む）たちが，鮑
アワビ

を採取するために出漁したという記録があ

る 29．翌03年から本格化した海驢猟については，既に述べた中井養三郎ら 4名の隠岐島を基地

とする「竹島漁猟合資會社」の独占とはならずに密猟者が加わった乱獲状態が続き，他方で鬱

陵島在住の日本漁民が朝鮮人漁夫を雇って出猟する事例が見られる．例えば04年には，「ラン

コ島（竹島／独島）ニ棲息」する「トドト稱スル海獣（海驢）」を鬱陵島民の漁船 3艘が計30

人の漁師で捕獲を開始したと記録されている 30．1905年に中井側が記録した史料によれば，こ
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の年に竹島／独島に赴いた密猟者計 8組のうち 3組は朝鮮人漁夫を伴っており，鬱陵島を基地

として出猟したことが確実である 31．さらに06年 5 月初旬には，天草漁民約30人が来島し，漁

猟会社側と衝突したとの記録もある 32．

次に回遊性魚族である烏賊や鯖などは当時は沿海漁業であったが，漁船をはじめ一定の装備

を必要としたから，当初は資金力に優る日本人漁師の独占という状況が続いた．しかし，その

後はこうした日本人漁師に雇用されていた朝鮮人漁夫たちも漁業技術の伝習を受け，また資金

を蓄えることに成功した少数の漁夫は自前の漁船を所有し独立して漁業を営む者も出現するこ

とになった 33．統計史料の得られる1932年と37年の産業別戸数および人口を一瞥しておくと，

以下のように朝鮮人漁業者の戸数・人口が累増している．

年次 日本人漁業戸数（人口） 朝鮮人漁業戸数（人口） 出典
1932 56（195） 257（1366） 『昭和八年島行政一斑 34』
1937 33（125） 314（1576） 『昭和十三年島勢一斑 35』

このように日本の植民地支配下にあっても，陸地から隔絶された孤島であった鬱陵島におい

ては，日朝両民族が比較的共生して生活する状態のもとで，従来農業にしか生業を得られな

かった朝鮮人にも，日本人島民の減少に伴って漁業への進出がみられるようになった 36．また

竹島／独島における海驢の漁業権は，1914年頃に中井養三郎から子息の養
よういち

一の名義に継承され

たが 37，28年頃に実質的に隠岐島在住の有力者であった八
やはたちょうしろう

幡長四郎・橋
はしおかただしげ

岡忠重らに転売され

た 38．また1918～19年頃には「『ウツリョウ』島の日本人三人が，朝鮮人十数名をひきつれて

竹島に来航し，アワビ等多数漁獲していた 39」，もしくは21年頃より鬱陵島在住の奥
おくむらへいたろう

村平太郎

は「毎年，朝鮮人多数をひきつれて，竹島に出漁し，主として，アワビ，サザエなどの密漁を

行なった 40」との記録もある．おそらくこれを契機として，25年には根付漁業の権利は八幡・

橋岡らから奥村平太郎に売却（いわゆる「浜
はまうり

売」）された 41．さらに20年代後半から30年代前

半にかけて，連年 4月下旬から 7月下旬にかけて鬱陵島を基地とした動力船が曳航する潜水器

漁業が実施されていた 42．例えば 5トンの発動機船 1艘（計 5名・うち朝鮮人 4名）が潜水器

船 2艘（計14名乗組・うち朝鮮人12名）を曳航し， 1日で鮑約600貫の収穫を得たとされる 43．

同時に奥村父子は，鬱陵島において缶詰工場を経営していた 44．このように動力船の発達によ

り，竹島／独島方面への出漁も格段に容易になり，例えば35年 5 ～ 7 月には日本人 3名の漁業

鑑札により日朝双方の漁夫13名と済州島の海女と覚しき 4名の同島における海驢と鮑の操業状

況が写真として残されている 45．さらに，1938年以降45年まで「竹島漁猟は，九トン，二十ト

ンの二隻の母船と運搬船とを派遣し，潜水器二艘，小舟五隻で漁撈し，乗組員は総勢約四十名

で，その内監督者二～三名が日本人で，他は朝鮮人であった 46」，41年には「サイシュウ島の

海女十六名をひきつれ，ウニ獲に渡島した… 47」とも記録されている．さらに1925年 5 月には，

鬱陵島に慶尚北道の水産出張所が設置され 48，37年頃には毎年夏季に同島から竹島／独島に向

けて「水産試験船が巡回」していた，との報道記事 49もある．
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３ ．鬱陵島居住朝鮮人による竹島／独島での漁撈

竹島での漁業免許は名義上島根県の発給したものであったが，その後は海驢の捕獲頭数が，

1916-17年当時の約200～300頭から38-39年には100頭前後にまで激減した 50ことも重なって，隠

岐島を基地とした漁業権は事実上鬱陵島民に移転していった．その結果は当事者によっても，

「ウツリョウ島漁民（主として朝鮮人）の跳梁にまかせた」，また「ウツリョウ島漁民（特に朝

鮮人）に竹島における独占的漁猟をほしいいままにさせ以て今日における韓国側の漁業実績を

つくりあげるに至った」と評価されている 51．こうした鬱陵島からの竹島／独島への通漁は，

本来であれば植民地から「内地」への渡航に該当し，朝鮮人にたいしては関釜連絡船（下関～

釜山）や阪済航路（大阪～済州島）のように「渡航証明書」の発給が必要なはずであるが，そ

うした事実は一切確認できない．言い換えれば，1905年の領土編入後間もなく，韓国併合とい

う政治的措置によって隠岐島と竹島／独島間に引かれていた「国境線」が消滅し，竹島／独島

は隠岐島の属島から鬱陵島の属島へと転化していたのが実態であった．

その後日本は，1941年末に太平洋戦争に突入するが，その前年の40年 8 月17日には，竹島は

島根県隠地郡五箇村から，海軍舞鶴鎭守府の所轄に移管された．この措置もまた軍事的要請に

よるものと推察されるが，舞鶴鎭守府所属部隊の各「戰時日誌」類 52によっても，海軍が竹島

を軍事的に活用した形跡は見あたらない．むしろ41年11月28日の八幡長四郎の出願にたいして

漁業を含む土地使用権を付与しており，八幡の権利を譲渡された鬱陵島の奥
おくむらりょう

村亮（前記平太郎

の子息）は，大戦中にも竹島／独島において鮑漁を行ない，敦賀や下関に売却している 53．こ

れらの史実を総合的に観察すれば，竹島／独島は日本の植民地支配下において，ますます朝鮮

人の独島となるという皮肉な結果を招来したと言えよう．したがって，あえて1905年に日本政

府が編入しないで，10年の韓国併合を迎えたとしても，ことの成り行きはほぼ同様であったと

推察される．結論的に言えば，日本帝国主義の軍事的目的によるいわばミクロな領土編入措置

よりも，植民地支配といういわばマクロな統治行為が，朝鮮人による領有意識を強めたのであ

る．つまり，こうした境界領域においては，国家的ナショナリズムを超越した地域的ローカリ

ズムが優勢となり，解放後の朝鮮人の実効支配に繋がる基礎が形成されていったと考られる．

事実奥村亮の使用人であった鬱陵島民の尹
ユンサンスル

相述・金
キムムヘン

茂行が，彼の日本への引揚後，その事業を

継承したという 54．

Ⅴ．現代（日本の敗戦・朝鮮の解放以後）における竹島／独島領有権

１ ．連合国軍による占領政策

1946年 1 月29日の ʻSCAPIN-No.6777ʼ「若干の外郭地帯の日本からの政治上および行政上の

分離にかんする覚書 55」で，竹島／独島もこの分離地域に含められ，「日本の定義」から除外

され，施政権が剥奪された．しかし，この措置はポツダム宣言に規定された「諸島嶼の最終的
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決定にかんする連合国の政策」ではないとの留保がされた．つづいて同年 6月22日の

ʻSCAPIN-No.1033ʼ「日本の漁業および捕鯨業の許可区域にかんする覚書（通称MacArthur-

Line） 56」では竹島／独島もその操業地域から除外され，船舶や国民の接触も禁止された．し

かし，これについても「国家統治権・国境線・漁業権についての連合国の最終政策ではない」

旨の留保があった．ただし米本国では，46年 6 月24日に ʻSWINCC（国務・陸軍・海軍三省調

整委員会）59/1ʼ 文書「旧日本支配下の委任統治領および周辺の諸島嶼にたいする信託統治な

どの処理方法にかんする政策 57」を作成し，「済
チェジュド

州島・巨文島・ダジューレ（欝陵）島・リア

ンクール岩（竹島）…はすべて朝鮮の一部と考えられるべきであり，歴史的にも行政上も朝鮮

の一部であって，主として朝鮮人が居住している」と明記されていた．これは対日戦後処理に

あたっての米国の原初的認識として注目される．

２ ．日本政府による平和条約への準備

1945年11月，日本では吉田茂外相が「平和条約問題研究幹事会」を発足させ，翌46年 1 月よ

り外務省課長級の職員により研究作業が開始された．そして同年11月以降50年12月に至る間に

合計36冊の英文調書が作成されたが，うち 7冊が領土問題関係で，第 4冊の ʻMinor Islands 

Adjacent to Japan Proper 58ʼ（47年 6 月）において，竹島／独島は欝陵島とともに日本に帰属

すべき地理・歴史的根拠があると説明している．これらの調書は，47年 1 月から GHQの G. 

アチソン（Acheson）政治顧問（Political Adviser）に秘密裏に手渡され始め，その後任W. J. 

シーボルト（Siebalt）にも非公式に順次手渡されていった 59．

３ ．米国政府による平和条約の構想

米国政府は，すでに1946年10月から「対日講和委員会」において平和条約の草案起草を開始

していたが，その内容は総じて日本にたいして制裁的ないし懲罰的なものであった．例えば47

年 3 月19日に国務省極東局が作成した草案，また同年 8月 5日に部分改訂された草案では，日

本の領土については，日清戦争以降に日本が獲得した領土は，済州島・巨文島・欝陵島はもち

ろん竹島／独島も，経度緯度を明示して放棄すべきであるとされていた 60．さらに48年 1 月 8

日にも，改訂草案が作成されるが竹島／独島の取扱いは前 2案と変更がなかった 61．しかしこ

の過程の最中，米ソ対立いわゆる「冷戦」が激化し，48年 9 月に朝鮮民主主義人民共和国，49

年10月には中華人民共和国が成立した．これを踏まえて米国はソ連・中国などの共産圏諸国を

排除しつつ，従来の「制裁的ないし懲罰的」講和を見直すに至る．その中心業務を担ったのが，

47年 1 月に就任した C. G. マーシャル（Marshall）国務長官によって新設された PPS（政策

企画室）で，その初代室長には G. F. ケナン（Kennan）が抜擢された．

アジア「冷戦」体制を意識した国務省の条約草案 としては，1949年 9 月 7 日，10月13日，

11月 2 日作成のもの 62が知られるが，そこでもなお竹島／独島は日本の領域から除外されてい
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た．これは東京の GHQに送付され，シーボルド政治顧問に手交されたが，彼はその内容に強

い違和感を覚え，11月14日の電報および19日付の書簡において，とくに竹島／独島（リアン

クール岩）について韓国領ではなく日本領に所属させるよう具申した 63．その理由としては，

「これらの島に対する日本の主張は古くまた妥当と思われ，…安全保障の見地からは，これら

の島の上に測候所およびレーダー局を設置できる」として，その軍事的役割に着目している．

この意見が国務省において再検討され，49年12月29日の条約草案 64では，「竹島（リアンクー

ル岩）を日本領土に帰属させる」と明記した．こうした米国草案の転換については，日本側が

作成し提供した前記の「領土調書」が大きな影響を与えたものと推測される．また翌50年 7 月

18日の米国務省「解説 65」では，「竹島…1905年に日本による正式な主張がなされ，見たとこ

ろ朝鮮による抗議もなく，島根県隠岐支庁の管轄下に置かれた．…竹島は朝鮮名を持っておら

ず，今までに朝鮮によって主張がなされたことがない」と記され，さらに占領中米空軍の爆撃

演習場として使用されたこと（事実1948年 6 月 8 日には，米軍機の誤爆により朝鮮人漁民14名

が死亡・行方不明となり 6名が重軽傷を負った 66），および前述の軍事的役割についても繰り

返し述べられている．

４ ．連合諸国の平和条約草案の変化

1950年 1 月，D. アチソン（Acheson）が米国務長官に就任すると，ソ連・中国など共産圏

諸国が参加する「全面講和」でなくても，米英などいわゆる自由主義諸国による「多数ないし

単独講和」を推進すべきと判断した．この路線を遂行するためアチソンは， 4月に弁護士の J. 

F. ダレス（Dulles）を長官顧問に任命した．彼は従来の条約草案約15案に目を通したうえ，同

年 6月には韓国および日本（21～28日）を視察し，とくに日本では GHQ幹部のみならず，両

院議長・諸省庁官僚・与野党・労組代表などとも会談した．その滞日中の25日に勃発した朝鮮

戦争は，兵站基地としての日本をよりいっそう米国の同盟国として自由主義陣営に留めておく

必要性を痛感させたものと思われる．こうした経過の後，国務省は50年 9 月11日に「対日講和

7原則」を策定したが，その第 3項「領域」では日本の地理的範囲への言及はまったく除外さ

れていた 67．こうして，その後の諸草案では，「竹島（リアンクール岩）」を日本領土に変更し

た49年12月29日草案より変化し，領土帰属を日本から除外するか，まったく触れないものと

なっていく．その後ダレスはソ連などを含む関係各国と精力的な協議をおこなったうえ，51年

3 月23日に改訂草案 68を策定した．これは竹島／独島の日本帰属を曖昧にしたものであった．

その要因として，朝鮮戦争の戦況を反映して北朝鮮が勝利する可能性を考慮したこと，および

後述する英国が同島を日本領外と考えていたため，両国間の調整が難航する可能性があったこ

とから，意図的に曖昧な表現が使われた可能性が高い 69．

他方で英国外務省も，1951年 2 月の第 1次，同年 3月の第 2次，さらに 4月の第 3次と講和

条約草案を策定した． 4月 7日に確定した第 3次最終草案 70では竹島／独島を日本領外と規定
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し，この草案にたいして日本政府は不満の意思を持っていたが事実上黙認した 71．英国草案に

かんする米国との協議は難航し，結局のところ時間切れで竹島／独島の帰属を曖昧にした米国

草案がそのままの形で米英共同草案となってしまった 72．すなわち51年 5 月 3 日の改訂を経て，

6月14日に再改訂された米英共同草案 73は，同年 7月 7日に日本政府に内示され，また同月13

日には梁
ヤンユチャン

祐燦初代駐米韓国大使にも示達された．これにたいし韓国政府は同月19日付で，「独

島とパラン（波浪）島を朝鮮に帰属させるよう明記する」旨の公文をアチソン米国務長官に手

交した．その際ダレス顧問は梁にたいし，「独島及びパラン島の位置とかつて朝鮮領であった

かどうか」について質問した．これにたいし梁は，「両島とも欝陵島の近辺であり，また朝鮮

領である」と回答した 74．しかし，「パラン島」は済州島のさらに南方にある暗礁（現離
イ オ ド

於島）

であった．このように韓国側の修正要求なるものは，確たる根拠に乏しいものであったが，そ

の原因については，当時韓国政府が置かれていた時代状況，つまり朝鮮戦争時の1950年 8 月に

は釜山に避難して「臨時首都」を置いていたこと，また梁大使は1923年からハワイで開業して

いた医師で，英語しかできず祖国の事情に疎かったこと 75が指摘できる．したがって，51年 8

月10日付の D. ラスク（Rusk）国務次官補による米国側回答 76は膠もないもので，「独島…平素

は無人島であるこの岩礁群は，我々の情報によれば，これまで韓国の一部として取り扱われた

ことが決してなく，1905年頃から日本の島根県隠岐支庁の管轄下にあります」と，韓国側修正

要求を全面的に拒否した．ちなみに「ラスク書簡」の認識に大きな影響を与えたのが，国務省

地理担当官であった S. W. ボッグス（Boggs）の 7月31日付報告書 77である．米国外交文書を駆

使した鄭秉俊の研究によれば，彼は米国内で「唯一存在する文献的証拠である日本外務省パン

フレット（前記1947年 6 月の「領土問題調書」）の陳述に次第に頼るようになった」とされ

る 78．この「ラスク書簡」は，米国の同盟国である韓国にたいする無慈悲な措置とも評価され

よう．またこの書簡を巡って，最近では池内敏が「竹島＝独島が日本領と確認された証拠であ

る 79」との見解であるのにたいし，竹内猛は「当事国を拘束する証拠と言えるか否かは，議論

の余地がある 80」と疑問を呈している．

５ ．サンフランシスコ平和条約の調印と竹島／独島

サンフランシスコ平和条約は，1951年 9 月 8 日に調印された．その朝鮮関係領土条項の全文

は「日本国は朝鮮の独立を承認して，済洲島・巨文島・欝陵島を含む朝鮮に対するすべての権

利・権原・請求権を放棄する」となっており，問題の竹島／独島の領土帰属については一切言

及がない．したがって，その解釈を巡っては日本の国際法学者の多数は「日本が放棄した地域

から竹島は除外されている」との通説的条文解釈 81を述べている．しかし，この条文自体を根

拠にして朝鮮の中に竹島／独島が含まれているかどうかは，判断が困難と言わざるを得ない 82．

条約締結過程における試行錯誤の経過を踏まえつつ，ほぼ全能の権威を発揮した米国の帝国主

義的な魂胆から，どちらにでも解釈できる曖昧さを残したのでないかと思われる．さらに1948
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年 8月に成立した韓国政府は，「竹島＝独島の統治権を米国軍政庁から継承し行使していた」

とする竹内猛の見解 83や，「終戦直後から『南朝鮮』領域としてアメリカ太平洋陸軍の米軍政

庁下におかれ，韓国が独立するや韓国政府の行政下におかれた」との朴炳渉の見解 84もある．

事実関係は確かにその通りであり，1947年 8 月には南朝鮮過渡政府と朝鮮山岳会の合同調査が

実施され 85，また鬱陵島の漁民らが大挙して竹島＝独島に渡り操業していたからこそ，前述し

た米軍機の誤爆事件も起きたものである．ただし，こうした韓国側による実効支配の強化にた

いしては，日本側からも，1953年 5 月 3 日に島根県と海上保安庁が仕立てた漁業調査船に隠岐

島の漁師を乗せ根付漁業を試みた他，47年から65年にかけて島根県の漁業調査船や海上保安庁

の巡視船などが，合計42回に渉り竹島／独島を目指して渡航し，うち17回は上陸に成功してい

る 86．こうした事実は，公式な外交ルートとは別に，周辺近海を巡る両国漁民による生活圏を

懸けたローカルな紛争が存在していたことを示唆するものである．こうした曖昧な「国境」地

域における領域支配の権原は，欧米の近代国際法の古典的概説においても，「地理的近接性」

の概念として，今なお定式化されている 87．ここでも，境界領域における国家的ナショナリズ

ムを超越した地域的ローカリズムの優勢という法則が看取できる．

ちなみに，こうした韓国側の事実上の統治行為にたいして取った米国政府の対応として，

1952年10月 3 日付で東京の駐日大使館から国務省に送信した秘密書簡 88は極めて興味深い．こ

れは当時竹島／独島を射爆場として利用していた米極東空軍が，同年 9月15日に独島で操業し

ていた船員と海女の存在を確認せずに爆弾を投下し，ついで同月22日には欝陵島から独島に向

かっていた第 2次欝陵島・独島学術調査団が独島付近の海上で爆撃に遭遇したという事件（と

もに死傷者なし）を契機に在釜山米海軍司令部にたいし注意喚起を促したものである．内容的

に注目されるのは，①この射爆場が日米安全保障条約により日本政府の承認を得ていたこと．

②にもかかわらず，「韓国漁夫は定期的に漁業目的でリアンクール岩へ行き」操業していたこと．

③国務省は竹島／独島を「ある時期朝鮮王朝の一部であった…日本がその帝国を拡張した時併

合された…」と認識していていたこと，などである．にもかかわず米国政府としては，誤爆事

故などにより，この領土問題に不用意に巻き込まれないよう慎重な姿勢を堅持している．さら

に53年11月30日には，駐日米大使館のW. T. ターナー（Turner）参事官が国務省に宛てた覚

書 89において，米国政府としては「ラスク書簡」の趣旨を堅持し，韓国側が納得しない場合は

国際仲裁に委ねるよう勧告している．また関連する重要な文書として，「ダレス電文 90」がある．

これは53年12月19日でワシントンの国務省から東京の駐日大使とソウルの駐韓大使あてに発信

された秘密電文であるが，内容は近年の国際司法裁判所（ICJ）の動向を勘案して，米国は日

本側に法律的に加担しないようとの趣旨を述べている．「ラスク書簡」を発出したにも拘わらず，

米国の帝国主義的で無責任な態度が透けて見える証拠として無視できない．

確かに多くの論者とくに国際法学者が言うように，条文の字面だけをとってみれば「竹島を

日本が朝鮮に対して放棄する島の中に含めていない」のはその通りである．しかし，こうした
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決着をみるには，大変な紆余曲折があった．結論的に言えば，アメリカ帝国主義の戦略的意図，

とくに朝鮮戦争最中の軍事的思惑がこの島の帰属を日本領とする意思を固めたが，「独島義勇

守備隊」の駐留（1954年 6 月）や海洋警察部隊の常駐（同年 8月）など，実態は韓国の実効支

配を容認した．すなわち日本と同様に米国の目下の同盟国であった韓国はただちに「平和線（李

ライン）」（後述）という実力を行使して，警察官憲によるものといはいえ，事実上の軍事占領

を今日に至るまで継続している．

６ ．日韓条約と竹島／独島の領有問題

「日韓会談」は，平和条約調印から踵を接するかのように，早くも1951年10月20日から予備

会談が開始されている．そのお膳立てをしたのは，GHQのシーボルト外交局長であり，言わ

ば極東における米日韓「反共軍事同盟」を目指したものであった．しかし52年 1 月18日に宣布

された李
イスンマン

承晩大統領の「海洋主権宣言」いわゆる「李ライン」問題で，出だしから躓く結果を

招いた 91．「李ライン宣言」にかんする藤井賢二の研究 92によれば，韓国の漁業行政担当者であっ

た池
チチョルクン

鐵根（商工部水産局漁撈課長）は，対象水域として「東シナ海・黄海の底曳網漁場や済州

島東方の旋網漁場のような好漁場」を想定し「竹島周辺の日本海を重要漁場とは捉えていなかっ

た」のであった．しかし，その策定過程で「①対象は水産物のみならず『自然資源鉱物』をも

含み」，②「範囲は海洋のみならず大陸棚まで広がり」，③「保護水域ではなく『主権』が宣言

される」という重要な変更が加えられた．つまり当初は「マッカーサーラインという韓国漁業

にとっての〈既得権益の確保〉を主目的として発案された」ものに過ぎなかったが，「〈日韓会

談の交渉材料〉ということも強く意識した複合的な目的・性格を持った宣言に変化・発展して

いた」という竹内猛の見解 93が妥当であろう．竹島／独島の領有権をめぐる日韓の応酬を一瞥

すると，日本側はこれを「国際法上の問題」と捉えて会談の議題としたい意向が強く，韓国側

は「歴史問題」と捉えて議題から除こうとして，議論が噛み合っていない．1961年 5 月のクー

デターで成立した朴
パクジヨンヒ

正煕軍事政権により，その「開発独裁」の資金獲得を主眼とした交渉が推

進されることとなった．そして62年12月の「大
おお

平
ひら

正
まさ

芳
よし

・金
キムジョンピル

鐘泌会談」において，「賠償金」名

目ではなく「経済協力」として，有償 2億ドル・無償 3億ドルの資金供与という内容で大筋の

妥結がなった．しかし肝心の竹島／独島の領有権問題については，土壇場に至るまで両国の合

意は成立しなかった 94．そして島の「共有」や「爆破」論など，交渉担当者個人による様々な

アイデアが水面下で浮上したりするが，結局のところ「解決せざるをもって，解決したとみな

す」という極めて曖昧模糊とした密約が締結されたものと推定されている．それは公式的には，

65年 6 月22日に日韓基本条約とともに調印された「紛争処理のための交換公文」という形式を

取るが，日本側はこれに竹島問題が含まれると解釈し，逆に韓国側は独島問題を対象外と解釈

することで，暗黙の了解に至るいう言わば玉虫色の決着であった．この過程を執拗に追及した

のは，ロー・ダニエル 95であるが，密約文書は史料としては提示できず，関係者にたいする
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オーラル・ヒストリーという手法によって，辛うじて真相に迫り得たところである．

むすび―竹島／独島領有問題の平和的な解決のために

以上のように，竹島／独島の領有権について，その近現代史的起源を追究すれば，①日本に

よる朝鮮植民地支配，②サンフランシスコ平和条約という多国間協定，③その後の日韓諸条約

ということになろう．とくに③の日韓条約ではその解決を棚上げし，「密約」で当面を糊塗し

ようとした．ところが韓国では民主化が進み，1990年代に至っていわゆる「文民政権」（1993

年 2 月に金
キムヨンサム

泳三が大統領に就任）が誕生するに及んで，こうした「密約」は事実上廃棄され，

接岸施設の建設（1995年12月～97年11月），一般観光客の入島許可（2005年 3 月申告制・09年

6 月無制限）など 96実効支配が強化された．したがって問題解決の直近の手掛かりとしては，

日本の植民地支配の精算を曖昧にし，請求権を「経済協力」の美名で誤魔化した日韓諸条約に

こそある．韓国側の強硬姿勢はこうした曖昧な精算にたいする異議申し立てでもあると言える．

2012年 8 月10日の李
イミョンバク

明博大統領の突然の独島上陸も，政権のレームダック状況の打開に領土主

権のカードを切ったものと解釈できる．巷間日本側は「領土問題」と解し，片や韓国側は「歴

史問題」と解しているとされる場合が多いが，本質は「歴史的に推移してきた領土問題」と言

える．したがって，解決の大前提は植民地支配の全面的精算に繋がって来ざるをえないのであ

るから，1965年の日韓諸条約が看過してきた「慰安婦」「軍人軍属」「強制動員」など，いわゆ

る戦後補償問題を一括して解決（「慰安婦」問題については，韓国憲法裁判所が2011年 8 月の

判決で両国政府の責任を認定して違憲としたが，15年12月の判決では合憲に覆った）する必要

がある．このテーブルは「紛争処理に関する交換公文」によって設定可能であり，これが機能

すれば，国際司法裁判所（ICJ）による調停などは無用の長物であろう．そして竹島／独島問

題の「共同研究」については，かつて 2回に渉る「日韓歴史共同研究委員会」（報告書は

2005・10年公開）のように，密室での人選ではなく有識者から相応しい委員を公募し，かつ議

題についても韓国側がかつてとった「独島問題は議題としない」という態度 97は取るべきでは

ない．今日の日韓両国における史料発掘やその研究の水準をもって成果を突き合わせれば，解

決策は自ずから拓けてくる．あえて私見を提示すれば，100％どちらかのものに帰属するとい

う結論はあり得ないと思われる．本稿で縷々述べ来たったような歴史的淵源に照らせば，こう

した境界領域においては，国家的ナショナリズムの論理よりも，周辺地域住民の生活を根拠と

したローカリズムの論理を優先させるべきである．例えば，「韓国側管理下の自然保護区 98」

という芹田健太郎の提言が既に事実上の現状となっており（1982年11月 6 日指定），さらに近

年の「韓国による竹島の『現状維持』と自然保護区への設定，日本漁民の漁業権の確保と漁業

資源の保全措置などを条件に，日本が今後主権を主張しない 99」という豊下楢彦の解決策が最

も現実的ではないだろうか．そうなれば，これまでの両国間のナショナルな領土紛争を止揚し，
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境界領域の住民によるローカルな共生環境を実現することによって，東北アジアでのグローバ

ルな平和的国際秩序を構築できるであろう．その具体化にあたっては，①現行の日韓漁業協定

による暫定中間水域での漁業を互恵的に実施する，②環境破壊に繋がる竹島／独島での諸施設

（武器類を含む）のこれ以上の増設を中止する，③ローカルな住民交流のための交通手段とし

て周遊航路，例えば境港～隠岐島～竹島／独島周辺～欝陵島～浦
ポハン

項のようなルートでの観光遊

覧船なども提案したいところである．
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₁ 坂本悠一［2014］参照．
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₆₈ ʻMemorandam attached to Provisional Draft of Japanese Peace Treaty, 22th March 1951ʼ 

ʻRONAATPJʼ No.6 (NARA: RG59,)．原文は “FRUS” 1951. Vol.6. Part1. p.945, ＂독도자료Ⅰ＂
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ママ
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₈₅ 정병준〔2010〕pp.131-132．
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근현대 독도 / 다케시마 영유문제의 역사적 추이와 전망 

―내셔널리즘， 글로벌리즘，　로컬리즘의 교착―
사카모토 유이치 *

Abstract（요지）

독도 / 다케시마（竹島） 영유를 둘러싼 분쟁은 최근 한일관계가 역사상 최악의 상황으로 되어버린 

중요한 요인이다． 본 논문은 이 문제를 평화적으로 해결하기 위한 근현대사 연구이다． 우선 그 

전제로서， 근대 국제법의 영역 권원을 근대 국민국가가 내셔널리즘적 이해를 관철시키기 위해 제국주의 

열강끼리 합의한 글로벌적인 영토확장 논리로 파악한다．그러나 일본제국은 구미제국과 달리 인접지역， 

특히 독립국가였던 한국을 병합하였다．일본제국과 한국의 경계영역은 뚜렷하지 않았고 양국 주민들은 

내셔널리즘적“ 국경” 을 넘나들며 로컬리티적 생업활동을 전개하였다． 그 결과 종주국인 일본의 

경 제 개 발 활 동 은 필 연 적 으 로 피 지 배 민 인 조 선 인 들 까 지 도 끌 어 들 이 게 되 었 다． 이 른 바 

“식민지근대화”작용을 확대할 수 밖에 없었다．일본제국은 일러전쟁 과정에서 독도 / 다케시마를 자국 

영토로 편입시켰다． 이 때문에 1910년 한일병합 이후 독도는 울릉도에 있던 일본인들이 어장을 

점령하여 사용하였다． 식민지 지배가 안정된 뒤에는 조선인들도 그곳에서 어업활동을 하게 

되 었 다． 심 지 어 식 민 지 말 기 에 는 일 본 인 이 감 소 함 에 따 라 사 실 상 조 선 인 들 의 로 컬 리 티 적 

생업지역으로서 잠재적 영역 권원이 성립되었다．1945년 일본이 패전한 후 GHQ-SCAP 는 일련의 

지시를 통해 독도 / 다케시마를 일본 영역으로부터 분리시켰다．그 결과 식민지 시기부터 조선인들의 

잠재적 권원이 두드러졌고 곧 한국 정부의 실효지배로 이어졌다． 그러나 1951년 9월 샌프란시스코 

평화조약에서는 독도 / 다케시마에 대한 귀속여부가 미국의 동아시아 군사전략으로 인해 애매하게 

처리되었다．심지어“라스크 서한”에는 일본령으로 비공식 통고되기도 하였다．그렇지만 한국측은 

조약 발효 직전인 1952년 2월에 이른바 “ 대통령주권선언 （ 이승만라인）” 을 선포하여 실효지배를 

강화했다． 이 영유분쟁은 한일국교정상화 교섭과정에서도 난항을 거듭하다가 결국 1965년 6월 

한일조약과 함께 체결된 “분쟁처리에 관한 교섭공문”에서 애매하게 마무리되었다．이렇듯 국제법적 

근거는 부족하지만 한국이 독도를 지배한 것은 이미 60 여년에 이르렀다．사실상 이것을 부정하는 것은 

불가능하다．일본 정부는 지역주민들의 로컬리티적 생활영역이라는 역사적 권원을 존중하여 어업이나 

자연자원보전 관점에서 독도 / 다케시마 영유권을 포기하는 것이 바람직한 선택이라 생각한다．
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